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修士論文題目 妊産婦の妊婦定期健康診査未受診行革の要因と要因間の関連
一大阪府下A ・ B病院の未受診妊婦を対象として-
1.研究目的
妊産婦の定期健康静査未受診行動の要因と要因間の関連を明らかにする。
2.研究方法
調査研究
1)調査対象
大阪府下でOGCS搬送基幹病院であり.かつ、児童福祉法第22粂助産施設対象病院である病
院で調査に協力を得られたA病院及びB病院において、平成8年から12年までの5年間で初回
の妊婦墳静安静が妊娠20週以降であった妊産婦205名。
2)調査方法及び内容
上記対象についての受静状況及び背景を明らかにするた酬こ外来静療錬及び分娩台帳から下
記の項目について情報を抽出する。
1.年齢
2.産科磨く妊娠・分娩歴)
3.保険の加入状況と種観
9^^B^iil崇悶置
5.結婚状況
6.初静時週数と初静時の状況
7.分娩までの受静回数
8.分娩の状況
3)調査期間
平成13年6月～平成13年9月
4)集計および分析方法
得られた情報.を単純集計およびクロス集計・分析し.未受静行動に影響する因子及び受診行動
を起こすきっかけ、未受静ゆえにある問題を明らかにする。その結果をもとに未受静行動に影響
を与える因子と要因間の関連を考察する。
3.結果および考察
1)結果
(訂　未受静妊婦は. 15-19歳の若年妊婦、及び、高齢妊娠とされる35歳以上、特に40歳以上の妊
婦の比率が全国平均に比べ高かった。多く、軽柾、経産回数の経産婦が多かった。また、初回
妊娠のものは少なく.妊娠、出産回数の多い経産婦が多かった。
②　若年妊婦の半数が未婚であり、産む意志決定ができないまま分娩になっていた。
③初診時の妊娠退散は妊娠後期の妊娠28週以降の初静が8割であり、初産婦に比べ経産婦は初
回受診が早かった。保険形態との関係は、国保.保険未加入者は36週以降の初診多かった。
初静は、身体的異常症状であることが動機であったものが75.6%であった.
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④早産率が10.24%と高く.低出生体重児の出生が13.66%であり.早産率においては全国平
均の2倍であった。
⑤圃診時に異常の診断・症状があった妊婦は47.06%であり、その内容は.切迫早産.妊娠
中毒症、妊娠貧血が多かった。
⑥分娩時の異常で最も多かったのは弛緩性出血であり、.その他に早産14名、常任胎盤早期
剥離3名、切迫子宮破裂1名、子宮内胎児死亡3名あった。
⑦未受静理由は. 『何らかの事情があったた酬こ受診が遅れた』 『受静したくなかった』の過
重負担は77件、 『産む意志がない、または、産むという意思決定ができなかった』 『受静
するという動機がなかった』の動機の欠如は31件であった。その中でも、 『何らかの事情
があったた酬こ受静が遅れた』が72.73%と最も多く、特に「経済的理由」は未受静理由123
件に対し50件(50.51叫であった。
⑧未受静妊婦の初静時の受静理由は、妊娠・分娩に関する身体的症状が約8割であった。
2)考察
妊婦の定期健康静査の目的は、妊婦が健康状態を鐸持しながら、妊娠が正常に経過し母
児共に健康な状態で分娩を修了できるた酬こ、妊娠中から妊婦と胎児を管理することにあり、
・同時に母児の予後に惑影響を及ぼすハイリスク妊娠を早期に発見し.対処することである。
そのた酬こも.定期健康静査を受静することが必要である。本調査においても、未受静妊婦
には多くの分娩異常.児の島常が認められている。このような結果を少なくしていくために
は、未受静妊婦が少しでも早<匪掃定期健康静査を受静できるような環境づくりが必要であ
る.また、未受静となる要園は、 「経済的理由」が最も多<、負担が受診動機より大きい時に
生じているため、負担を最小限にし、動機を高めるような関わりが求められる。また、未受
静要因はそれが独立して存在しているのではなく、互いに関連しあっていることが多い。妊
婦自身が妊婦槙静の意義・必要性を認識することと.同時に医療者においては、未受静の要
因の存在を捉えるためにも、妊娠前の早い時期から母子保健の対象となる全ての女性、特に、
思春期前からの健康教育が重要となってくる。妊娠した時点で、早期に受静行動と向き合え
るように.それが.ひいては、母児の安全につながると考える。
